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第一章 令和７年度事業の報告 

1.事業概要について 

 令和 7年度は、184 名の学生数でスタートし、9名（1年生 3名、2年生 6名）が退

学し、6 名（1 年生 2 名、2 年生 3 名、3 年生 1 名）が留年し、3 年生 62 名が卒業し

た。 

教育事業では、新入生に対して入学前学習を行い、入学後の学習意欲の維持向上に

努めた。 

また、1学年・2学年に対しては毎週水曜日・木曜日に朝学習を計画・実施し、これ

までの学習が知識として定着し活用できるよう支援した。 

看護師国家試験では卒業生 62 名中 52 名が合格した。 

事務事業では、夏のオープンキャンパスを７,８月に３回実施して 113 人の参加を

得た。また、３月には２年生を対象にして春のオープンキャンパスを実施して 26 人

の参加を得た。参加者からは、学校理解が深まり参加してよかったとの好評が得られ

た。３月のオープンキャンパスでは、早期から新３年生が次年度の入学につながるよ

うＰＲに努めた。 

少子化と看護職希望者の減少の影響により、新年度の新入生は定員の 70 名に対し

て 50 名の入学に留まり、前年度をさらに下回る結果となった。 

  

2.教育事業 

(1)教育体制の強化 

 ① 入学前学習（メディカ出版 入学前リメディアル特別プログラム） 

  ｅラーニングを活用して高校までの学びを振り返り、入学後の看護の学習に速や

かに馴染めるように基礎知識を固める学習をした。 

 ② 個別面接の実施 

学年毎に、個人調査票をもとに個別面接を行い新年度における学生の現状を把握 

し、その後適宜、継続的に指導を行った。 

③ 国家試験対策 

 １年生は水曜日、２年生は木曜日、毎週始業前に朝学習を実施し学習習慣の獲得、 

学年に応じた知識の定着強化を図った。 

学年に応じて、模擬テストや実力テスト及び国家試験の学修方法ガイダンスを計 

画的に実施した。試験結果について個人の振り返りにより、次回への取組目標を設 

定して取り組んだ。 

  第 115回看護師国家試験は令和7年度卒業生62名中52名の合格(合格率83.8％) 

であった。既卒者に対しては面接、国家試験模擬テストを踏まえ個別指導を実施し 

たが、結果としては５人中１名のみの合格（合格率 20.0％）であった。 

④ 再試験者への対策 

 授業担当者から再試験に向けた学修課題を提示して、理解を深めたうえで、試験 

に挑戦できるよう、令和 6年度より年度末に「進級認定試験期間」を設定した。１

年生は 1 名の単位未習得者が留年となった。２年生全員合格し、進級を果たした。 

 

(2)看護教育の向上 

  ・看護教育の向上を図るため、可能な限り群馬県主催の看護教員研修に参加 

 

(3)教育用備品購入 

  ・母乳育児体験セット 
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  ・装着型産褥子宮 

 

(4)予防対策  

   例年どおり、学生には連絡用アプリに体温、健康状態を登校までに入力させ、 

  学年担当者が確認し、対応を行った。 

   マスク着用、手指消毒等、昼食の黙食、換気の徹底を行った。 

  臨地実習に際しては、病院、施設のルールに則り、健康・行動チェックを行った。  

 

3.事務事業 

(1)学生募集対策 

  ・ 高校訪問及びガイダンスを積極的に実施し、学生確保に努めた。また、埼玉県

北部の看護学校が３校募集停止となることを受け高校訪問を強化した。病院奨学

生を確保するために推薦指定校の訪問を強化し、各校の進路状況について情報収

集するとともに、推薦指定校以外の近隣の高校を訪問しながら、入学案内と今後

の傾向についての把握に努めた。 

  ・ オープンキャンパスを開催(７月２回、８月１回、３月１回開催 計 139 名参 

加)、夏のオープンキャンパスでは関連病院等の協力により病院紹介と奨学金の 

説明を実施し、保護者等へも入試の理解を深め好評を得た。３月のオープンキャ 

ンパスでは、次年度の受験者の獲得につながるよう、卒業者とのフリートークを 

メインに実施し啓発に努めた。 

  

(2)入学試験について  

  ・ 入学試験については、10 月に指定校推薦・公募推薦（単願）・社会人（1回目）

試験、11 月に病院推薦・公募推薦（併願）・社会人（2 回目）試験、1 月と 2 月

に一般入学試験を実施した。一般入学試験は、2 回目の受験申込者は 0 であっ

た。 

  ・ 令和７年度の入学試験志願者は 55 名でうち受験合格者は 54 名(指定校推薦 10 

名、病院推薦 26 名、公募 10 名、社会人 4名、一般 4名)であり、そのうち 4名 

が入学辞退となり次年度の入学予定者は最終的には、50 名（35 回生）であった。 

 

(3)進路関係 

   就職指導については、関連・協力病院奨学生以外の 6名について、進学希望の 

  １名を除き、5名に対し個別に書類作成及び面接指導を行い全員が内定を獲得し 

た。進学希望の 1名についても、編入試験により助産師学科に進学した。 

それにより、卒業生 62 名全員が就職（関連・協力病院への就職は 56 名）及び 

進学した。 

 

4.施設設備 

(1)高圧受電設備（キュービクル式）更新工事 

(2)火災報知設備受信機交換工事 

(3)非常放送設備交換工事 

 

5.補助金関係 

(1)群馬県私立学校教育振興費補助金(専修・各種学校分)    4,733,000 円 

(2)群馬県看護師養成所演習設備整備事業           148,000 円 

(3)看護師養成所運営費補助事業(太田市)            5,486,000 円 
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(4)群馬県私立専門学校授業料減免負担金           25,665,400 円 

 

6.質的向上 

 ・学校評価の更新 

 ・高等教育の修学支援制度認定校の継続 

 ・専門実践教育訓練給付金制度の認定校の指定（2026 年 3 月まで） 

  ・入学前からの準備教育として、基礎学力を補いスムーズに専門学習へ移行できる 

よう、入学前リメディアル特別プログラムを導入し看護教育の下地をもたせる事

前学習を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 
 

第二章 財務の概要 

1.令和７年度決算の概要 

 資金収支決算における翌年度繰越支払資金は前年 4.9％減の 680,111,482 円となっ

た。単年度収支を示す事業活動収支決算については経常収支差額と基本金組入前当年

度収支差額は 42,107,114 円の支出超過で、基本金組入後の当年度収支差額は

42,826,623 円の支出超過となり翌年度繰越収支差額は 35,985,640 円の支出超過とな

った。単年度収支における支出超過の大幅増加は学生数の減少と人件費増加によるも

のとなっている。また、令和７年度末の貸借対照表では資産から負債を差引いた正味

財産は 1,155,928,056 円となった。 

 

2.資金収支決算 

 令和７年度における資金収入は予算に対し、27,297,700 円減の 240,362,300 円と

なった。資金支出は予算に対して 15,982,507 円減の 275,496,493 円となった。令和

７年度における資金増減額は 35,134,193 円の減額となり、翌年度繰越支払資金は

680,111,482 円となった。 

 

 

3.事業活動収支決算 

教育活動における収支状況を示す教育活動収支差額が 42,127,246 円の支出超過と

なり、教育活動外収支を差し引いた経常収支差額が 42,107,114 円の支出超過となっ

た。基本金組入前当年度収支差額は同額の 42,107,114 円の支出超過となり、基本金

組入後の当年度収支差額は 42,826,623 円の支出超過となり、翌年度繰越収支差額は

16,840,983 円の支出超過となった。 

 

[資金収支計算書] （単位：円）

科　　　目 予　算 決　算 差　異

前年度繰越支払資金 680,000,000 715,245,675 △ 35,245,675

資金収入 267,660,000 240,362,300 27,297,700

資金支出 291,479,000 275,496,493 15,982,507

翌年度繰越支払資金 656,181,000 680,111,482 △ 23,930,482

※差異は予算-決算で示している。（予算より増加していると△）

令和7年度資金増減額（資金収入-資金支出）＝35,134,193円減

[事業活動収支計算書]

予　算 決　算 差　異

教育活動収入 213,609,000 223,207,930 △ 9,598,930

教育活動支出 246,679,000 265,335,176 △ 18,656,176

（ △ 33,070,000 ） （ △ 42,127,246 ） （ 9,057,246 ）

教育活動外収入 1,000 20,132 △ 19,132

教育活動外支出 0 0 0

（ 1,000 ） （ 20,132 ） （ △ 19,132 ）

（ △ 33,069,000 ） （ △ 42,107,114 ） （ 9,038,114 ）

特別収入 150,000 0 150,000

特別支出 0 0 0

（ 150,000 ） （ 0 ） （ 150,000 ）

基本金組入前当年度収支差額 △ 32,919,000 △ 42,107,114 9,188,114

基本金組入額合計 △ 3,640,000 △ 719,509 △ 2,920,491

当年度収支差額 △ 36,559,000 △ 42,826,623 6,267,623

前年度繰越収支差額 △ 10,000,000 6,840,983 △ 16,840,983

基本金取崩額 0 0 0

翌年度繰越収支差額 △ 46,559,000 △ 35,985,640 △ 10,573,360

※差異は予算-決算で示している。（予算より増加していると△）

特別収支差額

（単位：円）

教育活動収支差額

経常収支差額

教育活動外収支差額

科　　目
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4.貸借対照表 

令和７年度末における資産は 1,177,613,506 円、負債は 21,685,450 円、資産から

負債を差し引いた純資産は 1,155,928,056 円となった。 

 

 

5.財務分析 

（1）事業活動収支計算書関係比率（単位％） 

 

 

（2）貸借対照表関係比率（単位％） 

 
 

 

 

 

 

 

（単位：円）
令和７年度末 令和６年度末 増　減

　固定資産 449,195,038 465,149,280 △ 15,954,242

　流動資産 728,418,468 747,332,674 △ 18,914,206

計 1,177,613,506 1,212,481,954 △ 34,868,448

　固定負債 2,706,844 1,751,844 955,000

　流動負債 18,978,606 12,694,940 6,283,666

計 21,685,450 14,446,784 7,238,666

　基本金 1,191,913,696 1,191,194,187 719,509

　繰越収支差額 △ 35,985,640 6,840,983 △ 42,826,623

計 1,155,928,056 1,198,035,170 △ 42,107,114

計 1,177,613,506 1,212,481,954 △ 34,868,448

資
産

負
債

純
資
産

負
債
及
び
純
資
産

科　　　目

（単位：％）

分類 比率名 評価 算出方法 R3 R4 R5 R6 R7 全国平均

収入関係 学納金比率 ～ 学生生徒等納金/経常収入 86.7 84.5 84.2 89.2 82.9 80.9

人件費率 ↓ 人件費/経常収入 65.5 70.2 68.9 62.3 69.1 43.2

教育研究経費比率 ↑ 教育研究費/経常収入 26.7 28.3 26.3 31.0 34.7 47.9

事業活動収支差額比率 ↑ 基本金組入前当年度収支差額/事業活動収入 △ 2.0 △ 8.2 △ 6.4 △ 4.7 △ 19 23.1

基本金組入後収支比率 ～ 事業活動支出/（事業活動収入-基本金組入額） 125.3 116.1 130.8 105.2 118.12 120.6

（注）1.評価欄の矢印は、「↑高いほうが良い」、「↓低いほうが良い」、「～どちらとも言えない」を示す。

支出関係

収支状況

（単位：％）

分類 比率名 評価 算出方法 R3 R4 R5 R6 R7
全国平均

専修学校

固定比率 ↓ 固定資産/純資産 39.6 39.2 39.9 38.8 38.9 94.6

固定資産構成比率 ↓ 固定資産/総資産 38.9 38.6 39.4 38.4 38.1 77.5

流動資産構成比率 ↑ 流動資産/総資産 61.1 61.4 60.6 61.6 61.9 22.5

負債割合 負債比率 ↓ 総負債/純資産 2.0 1.4 1.3 1.2 1.9 22

繰越収支差

額の変動
繰越収支差額構成比率 ↑ 繰越収支超過額/（総負債+純資産） 6.8 4.5 1.5 0.6 △ 3.1 9.8

自己資金の

充実関係
純資産構成比率 ↑ 純資産/（総負債+純資産） 98.1 98.6 98.7 98.8 98.2 82

（注）.評価欄の矢印は、「↑高いほうが良い」、「↓低いほうが良い」、「～どちらとも言えない」を示す。

資産構成
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6.学生数・志願者推移表 

（1）学生数の推移（基準日は５月１日） 

 

 
 

（2）志願者数の推移 

   
 

 

7.教職員数推移表（基準日は５月１日） 

 


